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(証券コード：6773)
2019年１月10日

株 主 各 位
　

東京都文京区本駒込２丁目28番８号
文京グリーンコート

代表取締役 兼
社長執行役員 森 谷 浩 一

　

臨時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社臨時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下
さいますようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により
議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類をご検討
下さいまして、次頁および31頁のご案内に従って議決権を行使いただきま
すようお願い申しあげます。

敬 具
記

　
１. 日 時 2019年１月25日(金曜日)午前10時30分(９時45分開場)
２. 場 所 東京都千代田区外神田３丁目12番８号 住友不動産秋葉原ビル

ベルサール秋葉原 ２階ホール
（本臨時株主総会の会場は、昨年６月の定時株主総会
の会場とは異なりますので、末尾記載のご案内図をご
参照の上、お間違えのないようご注意下さい。）

３. 目的事項
決議事項
第１号議案 発行可能株式総数の増加のための定款一部変更の件
第２号議案 第三者割当による募集株式の発行（ＤＥＳ）の件
第３号議案 発行可能株式総数の増加のための定款一部変更の件
第４号議案 第三者割当による募集株式の発行（金銭出資）の件
第５号議案 株式併合の件
第６号議案 単元株式数の定めの廃止に関する定款一部変更の件

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出下さいますようお願い申しあげます。
◎本臨時株主総会にご出席の株主様への「お土産」および総会当日の「製品展示」

はございません。あらかじめご了承下さいますようお願い申しあげます。
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４. 書面またはインターネット等による議決権行使のご案内

(1) 当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決

権をご行使下さい。

【書面の郵送による議決権の行使】

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、2019

年１月24日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送下さ

い。

【インターネット等による議決権の行使】

31頁の「インターネット等による議決権行使のお手続きについ

て」をご参照の上、2019年１月24日（木曜日）午後５時までに議

案に対する賛否をご登録下さい。

(2) 書面およびインターネット等による議決権行使が重複してなされ

た場合の取扱い

　書面およびインターネット等により重複して議決権を行使された

場合は、インターネット等により行使された内容を有効として取り

扱わせていただきます。

(3) インターネット等による議決権行使が重複してなされた場合の取

扱い

　インターネット等により複数回にわたって議決権を行使された場

合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

５. その他本招集ご通知に関する事項

「株主総会参考書類」の内容を修正する必要が生じた場合は、当社

ウェブサイト（https://jpn.pioneer/ja/corp/ir/）に掲載させてい

ただきます。

以 上
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株主総会参考書類

議案およびその参考事項

第１号議案から第６号議案の上程に至る経緯
　当社は、2018年３月期の連結業績においてフリー・キャッシュ・フロー
（営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フ
ローを差し引いた額）が172億円のマイナスとなるなど、足下の資金繰り
が厳しく、2019年３月期第１四半期連結財務諸表の注記に「継続企業の前
提に関する注記」を記載する事態となりました。さらに2019年３月期およ
び2020年３月期においてもフリー・キャッシュ・フローはマイナスが継続
する見込みとなるなど、今後も資金繰りの悪化が続く状況にあり、大規模
な資本性資金の調達を早期に実現できない場合には、当社の足下の資金繰
りは困窮し、株式価値が著しく毀損する事態となり得る状況にあります。
このような状況を踏まえて、当社は、安定的な事業継続・中長期的な視野
に立った成長の実現可能性を維持しつつ、足下の資金繰り、キャッシュ・
フローの悪化等の抜本的な解決を図るために、株式の発行により745億円
規模の資本性資金の調達を早期に行うことが必要不可欠と考えました。
　そこで、当社は、フィナンシャル・アドバイザーとして野村證券株式会
社を起用し、同社を通じて、複数のスポンサー候補から提示された提案内
容を慎重に検討した上で、最適なスポンサー候補として、ベアリング・プ
ライベート・エクイティ・アジア（以下、「ＢＰＥＡ」）を選定しました。
その後、ＢＰＥＡからデュー・ディリジェンスを受けつつ、同社との間で
出資に関する正式契約の具体的な内容についての協議を続けた結果、ＢＰ
ＥＡ側から大要以下の最終提案を受けました。
(１)第三者割当による新株式発行
当社は、第三者割当の方法により、ＢＰＥＡ傘下のファンドである
Wolfcrest Limited（以下、「割当予定先」）に対して新株式を発行し、
総額770億円の出資を受ける。

(２)株式併合による当社の完全子会社化（非公開化）
上記(１)記載の新株式の発行後、当社株式450,000,000株を１株に併合
し、当社を割当予定先の完全子会社とする（この結果、当社株式は上場
廃止となる。）。割当予定先以外の当社株主の皆様に対しては、株式併合
の手続の一環として、上記(１)記載の新株式の払込金額に対してプレミ
アムを付した金額（総額 約250億円）（１株当たり66.1円）の金銭を支
払う。

　ＢＰＥＡ側の最終提案は、上記の２段階の取引を実行することで、当社
に大規模な資金注入を行うことにより当社が事業運営に必要不可欠な運転
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本臨時株主総会による承認
＜取引所関連＞＜株主構成＞

2019年３月

～６月(予定)

20～50日程度後に
３営業日前に

株式併合の

効力発生日より

２ヶ月程度後に

（注）

第三者割当の完了

株式併合の効力発生

裁判所の許可

Wolfcrest Limitedが80.3％保有

（親会社かつ筆頭株主）

Wolfcrest Limitedが100％保有

→当社はWolfcrest Limitedの完全子会社

既存株主の皆様に金銭を交付

（株式併合に伴う端数株式処分代金）

東京証券取引所における

当社普通株式の整理銘柄指定

上場廃止

資金を確保し、資金繰りの懸念を解消しつつ、非公開化により割当予定先
と当社が一体となって、抜本的な構造改善施策を柔軟かつ機動的に実行す
ることを可能とすることを意図した内容となっています。そのため、ＢＰ
ＥＡ側の最終提案は、当社の資金面および事業面の双方の支援の観点か
ら、当社グループの事業継続および中長期的な成長に最も資するものであ
り、株主の皆様を更なるリスクにさらす事態を避けるものとして、当社の
株主の皆様に対しても最善の策であるとの最終的な判断に至りました。
　当社は、このたびの第三者割当による新株式発行に伴う一連のコーポレ
ートアクションを取ることに対し、経営体制を刷新することとし、現取締
役８名は、社外取締役２名と代表取締役である森谷浩一を除き、全員が辞
任し、ＢＰＥＡからの取締役を新たに加えた体制とする予定です。このよ
うな現任取締役の辞任および新規取締役の選任は、当社が割当予定先の完
全子会社となった後に速やかに実施する予定です。

<手続および日程の概要（イメージ図）>

（注）端数株式処分代金の支払手続の開始は、裁判所の許可日その他手続上の理由等により、上記予定
より遅れる可能性があります。
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　第三者割当および株式併合の詳細は、2018年12月７日付プレスリリース
「第三者割当による新株式発行（現物出資（デット・エクイティ・スワッ
プ）および金銭出資）および定款の一部変更、株式併合および単元株式数
の定めの廃止ならびに親会社および主要株主である筆頭株主の異動につい
てのお知らせ」も併せてご参照下さい。
　本臨時株主総会におきましては、第三者割当および株式併合に必要とな
る一連の議案をご提案しております。具体的には、第三者割当を実施する
ことを第２号議案および第４号議案としてご提案するとともに、第１号議
案および第３号議案として、第三者割当の実施のために当社の発行可能株
式総数を増加させることをご提案しております。また、株式併合に関し、
第５号議案および第６号議案をご提案しております。
　株主の皆様におかれましては、次頁以降の各議案の内容をよくお読みい
ただき、何卒趣旨をご理解いただき、全ての議案につきましてご承認賜り
ますようお願い申しあげます。
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　第１号議案　発行可能株式総数の増加のための定款一部変更の件
１．提案の理由
　第２号議案に記載の本件第三者割当（ＤＥＳ）による新株式の発行を
可能とするため、会社法第113条第３項に基づき、定款の変更が効力を
生じた時における発行済株式の総数の４倍を超えない範囲内で、定款第
６条（発行可能株式総数）に定める発行可能株式総数の増加を行うもの
です。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりです。

　（下線部分は変更箇所）

現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

８億株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

15億株とする。
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　第２号議案　第三者割当による募集株式の発行（ＤＥＳ）の件
　会社法第199条の規定に基づき、下記１．に記載の理由により、下記
２．に記載の要領にて第三者割当による募集株式の発行（以下、「本件
第三者割当（ＤＥＳ）」。以下、本件第三者割当（ＤＥＳ）により発行さ
れる新株式を「本新株式（ＤＥＳ）」）を実施することにつき、ご承認を
お願いするものであります。なお、本件第三者割当（ＤＥＳ）による新
株式の発行については、デット・エクイティ・スワップ（以下、「ＤＥ
Ｓ」）の方法により行うこととします。
　また、本件第三者割当（ＤＥＳ）および第４号議案に記載の本件第三
者割当（金銭出資）（以下、総称して「本件第三者割当」）に伴い発行さ
れる新株式1,540,000,000株（議決権数15,400,000個）（以下、「本新株
式」）は、2018年９月30日現在の当社の発行済株式総数383,340,936株

（2018年９月30日現在の総議決権数3,781,611個）の401.7％（議決権に
おける割合407.2％）に相当します。このように、本件第三者割当に伴
う希薄化率は25％以上になり、また、支配株主の異動を伴うことから、
株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」）の定める有価証券
上場規程第432条に基づき、本臨時株主総会にて、本議案および第４号
議案についての株主の皆様の意思確認を併せてお願いするものでありま
す。なお、本件第三者割当は、大規模な希薄化と支配株主の異動を伴う
のみならず、その後に割当予定先による当社の完全子会社化および当社
株式の上場廃止が予定されていることから、既存株主の皆様へ与える影
響の大きさを踏まえて、当社の意思決定の過程の公正性、透明性および
客観性を確保すべく、当社の経営者から一定程度独立した者として、当
社の取締役である谷関政廣氏および佐藤俊一氏、監査役である錦戸景一
氏および若松弘之氏（いずれも当社の独立役員として東京証券取引所に
届け出ている社外取締役および社外監査役です。）を選定し、2018年12
月７日付で、本件第三者割当には必要性および相当性が認められ、ま
た、割当予定先が本件第三者割当およびその後の第５号議案に記載の本
株式併合を経て当社を割当予定先の完全子会社とすること（以下、「本
件完全子会社化取引」）は当社の既存株主にとって不利益とは認められ
ない旨の意見を取得しております。
　さらに、本件第三者割当により割当予定先に対して本新株式が割り当
てられた場合、割当予定先が有することとなる議決権数15,400,000個の
当社の総議決権数（2018年９月30日現在の当社の総議決権数
（3,781,611個）に当該議決権数を加えた数である19,181,611個）に対す
る割合は約80.3％となり、割当予定先は、会社法第206条の２第１項に
規定する特定引受人に該当します。そのため、本議案および第４号議案
は、会社法第206条の２第４項に基づき、総株主の議決権の10分の１以
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上の議決権を有する株主が特定引受人による募集株式の引受けに反対す
る旨を当社に対して通知した場合に求められる、当該特定引受人に対す
る募集株式の割当てまたは会社法第205条第１項の契約の株主総会決議
による承認を兼ねるものであります。

１．特に有利な払込金額で募集株式を発行する理由
(１)第三者割当による新株式発行の目的および理由
　当社は、2018年３月期の厳しい連結業績に加え、当連結会計年度にお
いても50億円の連結営業損失を見込んでいる中、取引銀行から借り換え
の合意が得られていなかったことから、継続企業の前提に重要な疑義が
存在するとして、当社の2019年３月期第１四半期連結財務諸表の注記に
は「継続企業の前提に関する注記」を記載する事態となりました。当社
は、このような状況を解消するため、事業ポートフォリオの見直しによ
る事業・資産の売却、主要事業における構造改善、および成長事業への
リソース・シフトといった全社的な経営改善施策の検討を進めました
が、その過程において、当社に対する出資等を通じた資金提供を含む支
援をいただけるスポンサーを新たに選定し、かかるスポンサーからの資
金提供等により、足下の資金繰り、キャッシュ・フローの正常化、既存
借入金の返済資金および今後の成長投資のための資金の確保等を実現す
ることで、当社が抱える事業面における高コスト構造、成長事業領域の
育成等の課題、および財務面での課題の早期かつ抜本的な解決を図るこ
とが、当社の安定的な事業継続にとって最善の選択肢であるとの結論に
至りました。
　特に、車を取り巻く技術や製品は目まぐるしく進化を続けており、当
社のカーエレクトロニクス事業等を継続して運営していくためには、新
しい技術や製品に対応し続ける必要があり、カーメーカー等からの受注
を得るためにソフトウェア開発および生産設備の更新、新規導入等の設
備投資を経常的に行っていくことで市場・顧客の要請事項を踏まえた機
能と仕様を満たす商品の開発と提案が必要不可欠です。しかしながら、
当社の2019年３月期および2020年３月期における投資活動によるキャッ
シュ・フローおよびフリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャ
ッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを差し引いた
額）はマイナスが継続する見込みとなっており、大規模な資本注入がな
ければ、当社の事業継続のために必要不可欠な設備投資・開発費用を捻
出することは極めて困難な状況にあります。
　上記の状況を踏まえて、当社は、安定的な事業継続・中長期的な視野
に立った成長の実現可能性を維持しつつ、足下の資金繰り、キャッシ
ュ・フローの悪化等の抜本的な解決を図るために、株式の発行により
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745億円規模の資本性資金の調達を早期に行うことが必要不可欠と考え
ました。一方で、上記の当社の置かれた厳しい財務状況を踏まえれば、
当社の時価総額（2018年11月末時点で約353億円）を大きく上回る規模
の多額の資本性資金の出資に、当社が希望する時間軸で応じられるスポ
ンサーの選定は相当程度困難であると見込まれました。そのため、当社
は、フィナンシャル・アドバイザーとして野村證券株式会社を起用し、
同社を通じて、複数のスポンサー候補に対して、当社に対する出資等を
通じた資金提供を含む支援の可能性を打診した上で、かかる複数のスポ
ンサー候補から提示された提案内容を慎重に検討し、最適なスポンサー
候補として、ＢＰＥＡ（以下、ＢＰＥＡ傘下のファンドを総称して、
「ＢＰＥＡファンド」）を選定し、ＢＰＥＡファンドの最終提案を当社の
資金面および事業面の双方の支援の観点から、当社の株主の皆様に対し
ても最善の策であると判断し、受け入れることといたしました。
　具体的には、当社は、ＢＰＥＡファンドであるWolfcrest Limited
（割当予定先）に対する第三者割当の方法により、総額770億円の出資
（うち250億円については、デット・エクイティ・スワップ（ＤＥＳ）の
方法によります。）を受ける（本件第三者割当）とともに、当社株式
450,000,000株を１株に併合し、割当予定先以外の当社株主の皆様に対
し、総額で約250億円（１株当たり66.1円）の金銭を交付すること（第
５号議案に記載の本株式併合）を通じて当社を割当予定先の完全子会社
とすること（本件完全子会社化取引）となります。これにより割当予定
先と当社が一体となって、柔軟かつ機動的に経営戦略を推進すること
が、当社グループの事業継続および中長期的な成長に最も資するととも
に、株主の皆様を更なるリスクにさらす事態を避けることにつながると
考えられることから、最善の選択肢であるとの最終的な判断に至りまし
た。発行諸費用の概算額24.6億円を差し引いた本件第三者割当による調
達資金745.4億円は、①追加的な運転資金（経常的な設備投資、ソフト
ウェア開発費用等の事業上必要となる資本的支出を含む。）の調達（120
億円）、②既存借入金の返済（330億円）、③早期の収益性の改善のため
の構造改善の実施（120億円）、④発行済の新株予約権付社債の償還

（150億円）、⑤成長事業における設備投資（25.4億円）に充当する予定
です。なお、本件完全子会社化取引の結果、当社株式は、東京証券取引
所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる予定です。
　以上のとおり、本件第三者割当は、当社が抱える事業面における高コ
スト構造、成長事業領域の育成等の課題、および財務面での課題の早期
かつ抜本的な解決を図ることを目的として、Wolfcrest Limitedを割当
予定先として行うものであります。
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(２)発行条件等の合理性
①払込金額の算定根拠およびその具体的内容
　ア. 払込金額の具体的な内容
　当社は、出資の方法および内容に関しては、当社にとって最も有利
な条件での資金調達の実現に向けて、複数のスポンサー候補による当
社に対するデュー・ディリジェンスの結果および当社の経営環境、財
務状況、資金需要、株価の状況等を踏まえて、各スポンサー候補との
間で真摯な協議を行いました。その際には、当社の置かれた厳しい財
務状況に鑑み、当社が希望する時間軸での必要金額の調達を最も重要
な考慮要素とする必要があり、当社の要請に最も沿った提案をした先
であるＢＰＥＡファンドとの間で協議および交渉を重ねた結果、本新
株式の払込金額は、50円と決定しました。
　当該払込金額は、本件第三者割当に係る取締役会決議日（以下、
「本取締役会決議日」）の直前営業日である2018年12月６日の東京証券
取引所における当社株式の終値（以下、「終値」）89円に対しては、
43.8％のディスカウント、本取締役会決議日の直前１ヶ月間（2018年
11月７日から2018年12月６日まで）の終値の平均値である93円（円未
満四捨五入）に対しては46.2％のディスカウント、同直前３ヶ月間
（2018年９月７日から2018年12月６日まで）の終値の平均値である105
円（円未満四捨五入）に対しては52.4％のディスカウント、同直前６
ヶ月間（2018年６月７日から2018年12月６日まで）の終値の平均値で
ある125円（円未満四捨五入）に対しては60.0％のディスカウントと
なります。
　上記のとおり、本新株式の払込金額は、複数のスポンサー候補との
間の協議の結果も踏まえて、ＢＰＥＡファンドとの間で真摯な協議・
交渉を経た結果として、最終的に合意されたものであり、745億円規
模の資本性資金の調達が必要不可欠な当社の置かれた状況を踏まえれ
ば、当社にとって現時点で最善の条件であると判断しています。ま
た、下記イ.およびウ.に記載のとおり、当社が第三者算定機関から取
得した株式価値算定書およびフェアネス・オピニオンに照らしても、
妥当な金額であると判断しています。

イ. 第三者算定機関からの株式価値算定書およびフェアネス・オピニ
オンの取得

　当社は、ＢＰＥＡファンドとの協議および交渉の結果を踏まえて本
新株式の払込金額および本株式併合に係る端数処理により株主の皆様
に交付することが見込まれる金銭（以下、「本株式併合交付見込金
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額」）を決定するに際して、また、本臨時株主総会における株主の皆
様の議決権行使のご参考のために、第三者算定機関である株式会社赤
坂国際会計（以下、「赤坂国際会計」）に対して、当社株式の株式価値
算定ならびに本新株式の払込金額および本株式併合交付見込金額が割
当予定先を除く当社の株主にとって財務的見地から妥当である旨の意
見書（フェアネス・オピニオン）（以下、「フェアネス・オピニオン」）
の提出を依頼しました。なお、第三者算定機関である赤坂国際会計
は、当社および割当予定先の関連当事者には該当せず、本件第三者割
当に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。
　赤坂国際会計は、当社株式の株式価値の算定手法を検討した結果、
当社株式が東京証券取引所市場第一部に上場されていることから市場
株価平均法を採用するとともに、本件第三者割当による資金調達が実
施されない場合には事業継続に重要な影響を及ぼす可能性があるもの
の市場価格には当該影響が反映されていないと考えられること、本件
第三者割当の公表に伴い公表される情報のうち算定基準日までの市場
価格に反映されていない情報の重要性が高い可能性があること等を勘
案し、市場株価平均法以外の２つの算定手法による算定結果について
も総合的に検討したとのことです。具体的には、①市場株価平均法に
加え、②類似会社比較法、③ディスカウンテッド・キャッシュ・フロ
ー法（以下、「ＤＣＦ法」）の各算定手法を採用し、当社株式の株式価
値の算定を行うとともに、参考情報として純資産価額法を用いて価値
の算定を行い、当社は赤坂国際会計から2018年12月７日付で、株式価
値算定書（以下、「本株式価値算定書」）を取得しております。
　また、当社は、赤坂国際会計からフェアネス・オピニオンを取得し
ております。
　本株式価値算定書によれば、各手法に基づいて算定された当社株式
１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。

　①市場株価平均法：89円から105円
　②類似会社比較法：26円から55円
　③ＤＣＦ法： 33円から71円
（参考情報）
　純資産価額法： △69円から△56円（１株当たり純資産価額）

　①市場株価平均法については、本株式価値算定書では、2018年12月
６日を算定基準日として、当社株式の東京証券取引所第一部における
基準日終値89円、直近１ヶ月間の終値単純平均値93円、直近３ヶ月間
の終値単純平均値105円、ＢＰＥＡファンドであるKamerig B.V.との
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間で締結したスポンサー支援に関する基本合意書締結（2018年９月13
日）以降の終値単純平均値103円を基に、当社株式の１株当たりの株
式価値の範囲は、89円から105円と算定されております。
　②類似会社比較法は、一般に公開された情報である同業他社の株価
および財務データを使用するため、実証的かつ客観的な価値評価が可
能になる算定手法であり、市場株価平均法による算定結果を検証・補
完する方法として使用することが可能と考えられています。本株式価
値算定書では、当社と類似性があると判断される類似上場会社とし
て、株式会社JVCケンウッド、クラリオン株式会社およびアルパイン
株式会社を選定した上で、企業価値に対する償却前営業利益の倍率
（ＥＶ／ＥＢＩＴＤＡ倍率）を用いて、当社の株式価値を算定し、その
１株当たりの株式価値の範囲は、26円から55円と算定されています。
　③ＤＣＦ法は、事業継続を前提とした場合の株式価値算定を行う上
で適切な手法の一つであると考えられています。本株式価値算定書で
は、当社が作成した2019年３月期から2023年３月期までの事業計画に
基づく収益予測や投資計画等、合理的と考えられる前提を考慮した上
で、当社が2019年３月期以降、将来生み出すと見込まれるフリー･キ
ャッシュ･フローを基に、事業リスクに応じた一定の割引率で現在価
値に割り引いて企業価値を評価しております。割引率は、加重平均資
本コスト（ＷＡＣＣ）である9.4％～10.3％を採用しており、継続価
値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永久成長率を -0.25％
～0.25％として算定し、当社株式の１株当たりの株式価値の範囲は、
33円から71円と算定されています。
　なお、赤坂国際会計が、ＤＣＦ法の算定の前提とした当社の事業計
画に基づく財務予測は以下のとおりです。以下の財務予測は本件第三
者割当および本株式併合の実施を前提としたものではありませんが、
2020年３月期以降のフリー･キャッシュ･フローについては、2019年４
月から２年間にわたり構造改善を実施した結果を見込んだ数値です。

（単位：億円）

2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

売 上 高 3,500 3,682 3,932 4,145 4,263

営 業 利 益 △50 △59 6 14 164

ＥＢＩＴＤＡ 200 322 445 443 420

フリー･キャッシュ･フロー △159 △136 76 132 120

(注）１．営業利益につき、2020年３月期の△59億円から2021年３月期の６億円に大幅な増加を見
込むのは、減価償却費の増加による減少要因があるものの、ＯＥＭ事業・市販事業の成
長領域であるカーソリューション・テレマティクスでの売上増加による粗利の増加、また
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2020年３月期に実施する構造改善の効果を主に見込むことによります。また、2021年３
月期の６億円から2022年３月期の14億円に増加を見込むのは、売上増加による粗利の増
加を見込むことによるものですが、販売費用の増加も見込んでいるため８億円の増加と
なります。そして、2022年３月期の14億円から2023年３月期の164億円に大幅な増加を見込む
のは、ＯＥＭ事業での大型プロジェクトの売上高が減少に転じる見込みであることから
ソフト資産償却費が減少して減価償却費が減少することを主に見込むことによります。

　 ２．ＥＢＩＴＤＡにつき、2019年３月期の200億円から2020年３月期の322億円に大幅な増加
を見込むのは、営業利益については減少を見込むものの、ＯＥＭ事業での大型プロジェ
クトでのソフト資産償却費の増加により減価償却費が増加することを主に見込むことに
よります。また、2020年３月期の322億円から2021年３月期の445億円に大幅な増加を見
込むのは、注１記載の営業利益の増加と、ＯＥＭ事業での大型プロジェクトでのソフト
資産償却費の増加により減価償却費が増加することを主に見込むことによります。

　
　もっとも、以上の財務予測は、上記の期間において、当社の資金繰
りに支障が生じないとの仮定の下で作成されたものですが、仮に本件
第三者割当が行われない場合には、当社の現預金残高は2020年３月期
第２四半期末において100億円規模のマイナスとなり、事業継続が困
難となる懸念があります。そのため、本件第三者割当が行われなけれ
ば、現実的には、上記のＤＣＦ法の算定の前提となった財務予測を実
現することも困難である懸念があります。
　また、純資産価額法は、事業継続を前提とした算定結果を提供する
ものではなく、企業の解散価値を検討する際に客観性の面で相対的に
優れた算定結果を提供しうる手法であると考えられています。本株式
価値算定書では、当社の2019年３月期第２四半期末時点の純資産価額
78,532百万円に対して、事業を継続せずに清算処分することを前提
に、無形固定資産のうち、のれん、ソフトウェアおよびソフトウェア
仮勘定については事業継続を前提としない場合には直ちに売却するこ
とは不可能と考えられること、棚卸資産、有形固定資産および投資有
価証券については、資産の早期売却等に伴い帳簿価額と処分価額が乖
離することが想定されることから、帳簿価額からの一定の減額等を考
慮し、時価評価損益等（なお、当社が保有するインクリメント・ピー
株式会社の株式売却益想定額を33,855百万円と仮定して加算されてお
ります。）を考慮した修正後純資産価額を△26,159百万円から△
21,230百万円と算定し、当社株式の１株当たりの純資産価額の範囲
は、△69円から△56円と算定されています。
　
ウ. 本株式価値算定書を踏まえた当社取締役会の払込金額についての

判断
　本株式価値算定書において赤坂国際会計が算定した当社株式の株式
価値は、上記のとおり、採用する算定手法によって相当程度乖離があ
り、いずれの算定手法による株式価値の範囲にも含まれるような価格
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が存在しません。そのため、当社は、本新株式の払込金額および本株
式併合交付見込金額の決定に際して、本株式価値算定書における各算
定結果のいずれを中心に参照すべきかを詳細に検討しました。
　①市場株価平均法については、大要、上場株式の市場価格がその期
待将来収益の現在価値を表示するものであるという仮定の下、独自の
リターン・リスク評価を行うのではなく市場価格を参照するという考
え方に基づき、上場株式の株式価値算定において広く用いられている
算定手法であることは当社も認識しております。
　しかしながら、赤坂国際会計が市場株価平均法による算定結果を検
証・補完する方法として使用することが可能であるとして採用した類
似会社比較法による算定結果（26円から55円）は、市場株価平均法に
よる算定結果（89円から105円）と相当程度乖離しています。加えて、
事業継続を前提とした場合の株式価値算定を行う上で適切な手法であ
るＤＣＦ法による算定結果（33円から71円）は、類似会社比較法によ
る算定結果と近似する一方で、やはり市場株価平均法による算定結果
とは相当程度乖離しています。当社は、このような類似会社比較法お
よびＤＣＦ法による各算定結果は、当社株式の株式価値算定において
は、上記の市場株価平均法を採用する論理的前提である、上場株式の市場
価格がその期待将来収益の現在価値を表示するという仮定が必ずしも
当てはまらない可能性が高いことを示すものであると考えています。
　このように、当社は、類似会社比較法およびＤＣＦ法による各算定
結果で検証した結果、市場株価平均法により算定された当社株式の１
株当たりの株式価値の範囲（89円から105円）は、当社の現在の状況
を当社株式の株式価値に公正に反映した結果として採用することがで
きるかについて疑義があると懸念しており、本件第三者割当の払込金
額の決定において採用すべきであるとの判断には至りませんでした。
　②類似会社比較法については、一般に公開された情報である同業他
社の株価および財務データを使用するため、実証的かつ客観的な価値
評価が可能になる算定手法であると考えられるため、その算定結果
（26円から55円）を相当程度参考にしました。
　③ＤＣＦ法については、事業継続を前提とした場合の株式価値算定
を行う上で適切な手法であると一般に考えられており、とりわけ当社
の財務状況を踏まえ、当社が作成した今後約５年間の事業計画を前提
として、当社の事業の継続を前提に独自のリターン・リスク評価を行
う算定手法である点で、当社の財務状態を可及的に正確に反映するこ
とが可能な適切な算定手法であると考えられます。また、本新株式の
払込金額および本株式併合交付見込金額は、上記のとおりＢＰＥＡフ

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年12月21日 19時14分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20181206_01）



― 15 ―

ァンドとの協議および交渉を経て決定したところ、ＢＰＥＡファンド
が当社への出資の検討に際して重視したのは、現在の市場株価より
も、当社の実際の財務状態および将来の事業展望であり、当社の事業
計画を前提とし、当社の財務状態を可及的に正確に反映することが可
能であると考えられるＤＣＦ法による算定結果（33円から71円）は、
ＢＰＥＡファンドとの協議および交渉において当社株式の株式価値に
関する考え方を相互に突合する上で有用であると考えました。
　以上のことから、本新株式の払込金額および本株式併合交付見込金
額を決定する上では、本株式価値算定書の類似会社比較法による算定
結果（26円から55円）およびＤＣＦ法による算定結果（33円から71
円）を主に参照し、ＢＰＥＡファンドとの間の協議および交渉の結果
を踏まえ、上記のとおり、本新株式の払込金額を、本株式価値算定書
の類似会社比較法による算定結果およびＤＣＦ法による算定結果の範
囲内である、１株当たり50円に決定しました。かかる払込金額は、直
近の当社の市場株価から大幅なディスカウントとなるものの、745億
円規模の資本性資金の調達が必要不可欠な状況の下で、複数のスポン
サー候補との間で真摯な協議を行い、ＢＰＥＡファンドとの間で真摯
な協議・交渉を経た結果として最終的に合意されたものであることに
加え、本株式価値算定書の算定結果の範囲内であることから、妥当な
金額であると判断しました。なお、純資産価額法については、事業を
継続せずに清算処分をすると仮定した場合の価値として一定の参考に
はなり得るものの、当社は事業継続を前提としているため、本新株式
の払込金額および本株式併合交付見込金額を決定する上では参照すべ
きではないと考えております。

②発行数量および株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠
　本件第三者割当により割当予定先に対して割り当てる本新株式は合
計で1,540,000,000株（議決権数15,400,000個）であり、2018年９月
30日現在の当社の発行済株式総数383,340,936株（2018年９月30日現
在の総議決権数3,781,611個）に対する割合は401.7％（議決権におけ
る割合407.2％）となります。
　このように本件第三者割当により大規模な希薄化が生じることが見
込まれます。他方、①当社には多額の資金調達の必要性が認められる
ところ、本件第三者割当の発行規模は、大規模ではあるものの、あく
まで当社として必要不可欠と考える規模の資金調達の実現のために必
要な規模に設定されていること、②割当予定先に対する本件第三者割
当は、他の資金調達方法との比較においても、最も適切な資金調達手
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法と考えられること、③本新株式の払込金額についても、当社の置か
れた厳しい財務状況ならびに複数のスポンサー候補との間の支援の可
能性についての協議およびＢＰＥＡファンドとの協議・交渉の結果に
鑑み、当社にとって現時点で最善の条件であり、本株式価値算定書で
示された当社株式の株式価値の算定結果に照らしても妥当性が認めら
れると判断できることといった事情を踏まえれば、本件第三者割当に
よって生じる大規模な希薄化を考慮してもなお、本件第三者割当を実
行することには合理性が認められると考えております。

　
２．本新株式（ＤＥＳ）の発行概要
(１)募集株式の種類および数
　普通株式 500,000,000株

(２)払込金額
　１株につき50円

(３)払込金額の総額
　25,000,000,000円
　全額現物出資（ＤＥＳ）の方法によります。

(４)出資の目的とする財産の内容および価額
Wolfcrest Limitedが当社に対して有する貸付金債権（注）

　合計金25,000,000,000円
（注）割当予定先と同じくＢＰＥＡ傘下のKamerig B.V.から当社に対して2018年９月18日に貸

し付けられた総額25,000,000,000円の融資（以下、「本件ブリッジ・ローン」）に係る貸

付金債権であり、本件第三者割当（ＤＥＳ）に係る出資の実行時までにKamerig B.V.か

ら割当予定先へ譲渡される予定です。

(５)増加する資本金および増加する資本準備金の額
　増加する資本金の額 12,500,000,000円
　増加する資本準備金の額 12,500,000,000円

(６)払込期間
　2019年３月１日（金曜日）から2019年６月30日（日曜日）まで

(７)募集方法
　第三者割当の方法により全株式（500,000,000株）をWolfcrest
Limitedに割り当てます。

(８)上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生およ
び本件第三者割当（ＤＥＳ）の実行について必要とされる各国の競争
当局の企業結合に関する届出許可等、各国の関係当局の許認可等が得
られることならびに本臨時株主総会における第１号議案から第６号議
案の承認ならびに第１号議案に係る定款変更の効力発生を条件として
います。
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　第３号議案　発行可能株式総数の増加のための定款一部変更の件
１．提案の理由
　第４号議案に記載の本件第三者割当（金銭出資）による新株式の発行
を可能とするため、定款第６条（発行可能株式総数）に定める発行可能
株式総数の増加を行うものです。
　なお、本定款変更の効力発生は、第１号議案に係る定款変更の効力発
生および本件第三者割当（ＤＥＳ）に係る本新株式（ＤＥＳ）
500,000,000株が発行されることを条件といたします。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりです。

（下線部分は変更箇所）

第１号議案「発行可能株式総数の増加
のための定款一部変更の件」による

変更後の定款
追 加 変 更 案

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

15億株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

30億株とする。
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　第４号議案　第三者割当による募集株式の発行（金銭出資）の件
　会社法第199条の規定に基づき、下記１．に記載の理由により、下記
２．に記載の要領にて第三者割当による募集株式の発行（以下、「本件
第三者割当（金銭出資）」。以下、本件第三者割当（金銭出資）により発
行される新株式を「本新株式（金銭出資）」）を実施することにつき、ご
承認をお願いするものであります。
　また、第２号議案に記載の理由により、東京証券取引所の定める有価
証券上場規程第432条に基づき、本臨時株主総会にて、第２号議案およ
び本議案についての株主の皆様の意思確認を併せてお願いするものであ
ります。
　さらに、第２号議案に記載の理由により、第２号議案および本議案
は、会社法第206条の２第４項に基づき、総株主の議決権の10分の１以
上の議決権を有する株主が特定引受人による募集株式の引受けに反対す
る旨を当社に対して通知した場合に求められる、当該特定引受人に対す
る募集株式の割当てまたは会社法第205条第１項の契約の株主総会決議
による承認を兼ねるものであります。

１．特に有利な払込金額で募集株式を発行する理由
　「第２号議案 第三者割当による募集株式の発行（ＤＥＳ）の件
１．特に有利な払込金額で募集株式を発行する理由 (１) 第三者割当
による新株式発行の目的および理由」に記載のとおりです。

２．本新株式（金銭出資）の発行概要
(１)募集株式の種類および数
　普通株式 1,040,000,000株

(２)払込金額
　１株につき50円

(３)払込金額の総額
　52,000,000,000円

(４)増加する資本金および増加する資本準備金の額
　増加する資本金の額 26,000,000,000円
　増加する資本準備金の額 26,000,000,000円

(５)払込期間
　2019年３月１日（金曜日）から2019年６月30日（日曜日）まで

(６)募集方法
　第三者割当の方法により全株式（1,040,000,000株）をWolfcrest
Limitedに割り当てます。
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(７)上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生およ
び本件第三者割当（金銭出資）の実行について必要とされる各国の競
争当局の企業結合に関する届出許可等、各国の関係当局の許認可等が
得られることならびに本臨時株主総会における第１号議案から第６号
議案の承認ならびに第１号議案および第３号議案に係る定款変更の効
力発生を条件としています。
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　第５号議案　株式併合の件
　本件第三者割当に係る本新株式が全て発行されることを条件に、当社
の株主を割当予定先のみとするために、当社株式450,000,000株を１株
に併合すること（以下、「本株式併合」）を実施することにつき、ご承認
をお願いするものであります。
　なお、本議案は、以下のとおり効力発生日（以下、「本株式併合効力
発生日」）が異なる複数の株式併合につきご承認をお願いするものであ
りますが、本件第三者割当に係る本新株式が全て発行される時点に応じ
た条件が付されており、本件第三者割当に係る本新株式が全て発行され
る時点に応じて、その直後に到来するいずれか一つの本株式併合効力発
生日においてのみ、実際に、株式併合の効力が発生することとなりま
す。

１．株式併合を行う理由
　当社は、「第２号議案 第三者割当による募集株式の発行（ＤＥＳ）
の件 １．特に有利な払込金額で募集株式を発行する理由 (１) 第三
者割当による新株式発行の目的および理由」に記載のとおり、本件第三
者割当を行うとともに、本件完全子会社化取引を実施することが最善の
策であるとの結論に達しました。
　そこで、当社は、本臨時株主総会において株主の皆様のご承認をいた
だくことを前提に、本件第三者割当に係る本新株式が全て発行されるこ
とを条件に、当社の株主を割当予定先のみとするために、本株式併合を
実施することといたしました。

２．会社法第180条第２項各号に掲げる事項
(１)併合の割合
　当社株式について、450,000,000株を１株に併合いたします。

　
(２)株式の併合がその効力を生ずる日
　本件第三者割当に係る本新株式が全て発行される時点に応じて、本
株式併合効力発生日を以下のとおりといたします。
①2019年３月10日までに本件第三者割当に係る本新株式が全て発行
されることを条件として、本株式併合効力発生日を2019年３月31
日といたします。

②2019年３月11日以降、2019年４月10日までに本件第三者割当に係
る本新株式が全て発行されることを条件として、本株式併合効力
発生日を2019年４月30日といたします。

③2019年４月11日以降、2019年５月10日までに本件第三者割当に係
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る本新株式が全て発行されることを条件として、本株式併合効力
発生日を2019年５月31日といたします。

④2019年５月11日以降、2019年６月10日までに本件第三者割当に係
る本新株式が全て発行されることを条件として、本株式併合効力
発生日を2019年６月30日といたします。

⑤2019年６月11日以降、2019年６月30日までに本件第三者割当に係
る本新株式が全て発行されることを条件として、本株式併合効力
発生日を2019年７月31日といたします。

(３)効力発生日における発行可能株式総数
　16株
　

３．会社法第180条第２項第１号に掲げる事項についての定めの相当性
に関する事項

　本株式併合における併合の割合は、当社株式について、450,000,000
株を１株に併合するものです。本株式併合は、当社の株主を割当予定先
のみとすることを目的として行われるものであること、本件第三者割当
に係る本新株式が全て発行されることを条件に実施されるものであるこ
と、ならびに下記の各事項から、本株式併合における併合の割合は相当
であると判断しております。
　その他、併合の割合についての定めの相当性に関する事項は以下のと
おりです。

(１)端数処理の方法に関する事項
　本株式併合により、割当予定先以外の株主の皆様が所有する当社株
式の数は、１株に満たない端数となる予定です。
　本株式併合の結果生じる１株に満たない端数の処理の方法につきま
しては、その合計数（会社法第235条第１項の規定により、その合計
数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられま
す。）に相当する数の株式を、会社法第235条その他の関係法令の規定
に従って売却し、その端数に応じて、その売却によって得られた代金
を株主の皆様に交付いたします。当該売却について、当社は、会社法
第235条第２項の準用する同法第234条第２項の規定に基づき、裁判所
の許可を得て、当該端数の合計数に相当する当社株式を割当予定先に
売却し、または会社法第235条第２項の準用する同法第234条第４項の
規定に基づき、裁判所の許可を得て、当該端数の合計数に相当する当
社株式を当社に売却することを予定しております。
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(２)端数処理により株主に交付することが見込まれる金銭の額および当
該額の相当性に関する事項

　本株式併合交付見込金額は、上記裁判所の許可が予定どおり得られ
た場合は、株主の皆様が所有する当社株式の数に、本件第三者割当に
おける本新株式の払込金額（50円）に対して32.2％のプレミアムを付
した金額である66.1円を乗じた金額に設定することを予定しておりま
す。
　この金額は、本株式併合に係る取締役会決議日の直前営業日である
2018年12月６日の終値89円に対しては25.7％のディスカウントとなり
ます。しかしながら、当社の足下の資金繰りおよびフリー・キャッシ
ュ・フローの状況の抜本的な解決のためには大規模な資金注入が必要
不可欠であり、かかる規模の資金注入が実現せず、抜本的な構造改善
施策を機動的に実行できない場合、当社の業績および財務状態が悪化
し、事業の継続が困難となる懸念があり、株価の下落等を通じて既存
株主の皆様を更なるリスクにさらすおそれがあります。上記の金額
は、そのような状況の下で、複数のスポンサー候補との間で真摯な協
議を行い、当社の足下の困窮した資金繰りを解決できる実現可能な支
援策を提案した唯一のスポンサー候補であるＢＰＥＡファンドとの間
の複数回にわたる交渉により、有意な引き上げを実現した上で、最終
的に合意されたものであることから、当社が当社の株主の皆様に提供
できる最善の条件であり、当社の株主の皆様に対して合理的な株式売
却の機会を提供するものであると判断しています。
　また、当社は、ＢＰＥＡファンドとの協議および交渉の結果を踏ま
えて本新株式の払込金額および本株式併合交付見込金額を決定するに
際して、また、本臨時株主総会における株主の皆様の議決権行使のご
参考のために、赤坂国際会計から本株式価値算定書およびフェアネ
ス・オピニオンを取得しております。その詳細は、第２号議案をご参
照下さい。当社は、本件第三者割当における本新株式の払込金額（50
円）および本株式併合交付見込金額（66.1円）につきましては、赤坂
国際会計から取得した本株式価値算定書およびフェアネス・オピニオ
ンに照らし、妥当であると判断しております。なお、本株式併合交付
見込金額66.1円は本新株式の払込金額に30％超のプレミアムを付すも
のです。
　以上により、当社は、本株式併合交付見込金額については、相当で
あると判断しております。
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(３)当社の株主(親会社等を除く)の利益を害さないように留意した事項
　本件完全子会社化取引においては、割当予定先は本件第三者割当の
払込み前の時点では当社の親会社等に該当しませんが、当社は、割当
予定先が本件第三者割当を含む本件完全子会社化取引を通じて当社の
株主を割当予定先のみとすることを企図していることを考慮して、当
社の株主の皆様への影響に配慮し、本件完全子会社化取引の公正性の
担保、本件完全子会社化取引の実施を決定するに至る意思決定の過程
における恣意性の排除および利益相反の回避の観点から、本件完全子
会社化取引の公正性を担保するため、下記に記載の措置を講じており
ます。
①当社における独立した第三者算定機関からの算定書およびフェアネ
ス・オピニオンの取得

　当社は、第三者機関である赤坂国際会計から、当社株式の株式価値
に係る本株式価値算定書を取得しました。算定の概要については、第
２号議案をご参照下さい。
　さらに、当社は、赤坂国際会計からフェアネス・オピニオンを取得
しております。
②当社の経営者から一定程度独立した者からの意見の取得
　当社は、当社の経営者から一定程度独立した者として、当社の取締
役である谷関政廣氏および佐藤俊一氏、監査役である錦戸景一氏およ
び若松弘之氏（いずれも当社の独立役員として東京証券取引所に届け
出ている社外取締役および社外監査役です。）を選定し、本件第三者
割当に関する意見を諮問し、2018年12月７日付で、本件第三者割当に
は必要性および相当性が認められ、また、本件完全子会社化取引は当
社の既存株主にとって不利益とは認められない旨の意見を取得してお
ります。
③当社における独立した法律事務所からの助言
　当社は、リーガル・アドバイザーとして、長島・大野・常松法律事
務所を選定し、同事務所より、本件第三者割当を含む本件完全子会社
化取引の諸手続を含む取締役会の意思決定の方法・過程等について、
法的助言を受けております。なお、長島・大野・常松法律事務所は、
当社および割当予定先から独立しており、当社および割当予定先との
間に重要な利害関係を有しません。
④当社における取締役全員の承認および監査役全員の異議がない旨の

意見
　本株式併合に係る取締役会においては、取締役全員が出席し、その
全会一致により決議を行っております。なお、当社取締役には、本件
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第三者割当を含む本件完全子会社化取引に関して特別の利害関係を有
する者はおりません。また、当該取締役会には、監査役３名全員（社
外監査役２名を含みます。）が出席し、いずれも、当該決議に異議は
ない旨の意見を述べております。

４．当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重
大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象

　会社法第298条第１項に基づき本臨時株主総会の招集の決定をした日
における最終事業年度の末日である2018年３月31日後に生じた重要な財
産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与
える事象は、以下のとおりです。

　ア. 継続企業の前提に関する事項
　当社は、前連結会計年度において、親会社株主に帰属する当期純損
失71億円を計上し、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動
によるキャッシュ・フローを差し引いたフリー・キャッシュ・フロー
は172億円のマイナスとなりました。
　さらに、当連結会計年度においても連結営業損失を見込んでいるこ
とに加え、新興国の市況低迷等の影響を受け、カーエレクトロニクス
事業の売上が、主に市販事業で計画を下回る見込みとなったことか
ら、2018年11月７日付で当連結会計年度の連結売上高の予想を従来の
3,800億円から3,500億円に下方修正しています。
　また、当連結会計年度中に返済期限が到来する取引銀行からの借入
金については、2018年９月18日にＢＰＥＡ傘下のKamerig B.V.から
250億円の融資（本件ブリッジ・ローン。なお、本件ブリッジ・ロー
ンに関する契約条件等については、下記「オ. ＢＰＥＡとのブリッ
ジ・ローン契約の締結」に記載しています。）および実施済みの個別
の資産や事業の売却代金により返済済みですが、以降に予定されてい
るKamerig B.V.より融資を受けた借入金250億円を含む、借入金の全
部または一部の返済を行った場合、事業を継続することに懸念が生じ
る状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象または状況が存在しています。

　イ. 子会社（株式会社パイオニアＦＡ）株式の譲渡
　当社は、2018年６月１日に当社の連結子会社である株式会社パイオ
ニアＦＡ（以下、「パイオニアＦＡ」）の全株式を株式会社新川（以
下、「新川」）に譲渡しました。
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a．株式譲渡先企業の名称
株式会社新川

b．譲渡対象会社の概要
名 称：株式会社パイオニアＦＡ
事業内容：電子部品の実装装置／組立装置／検査装置等の設計、

製造、販売および各種製造用ソフトウェアの開発、
販売

c．株式譲渡の理由
　パイオニアＦＡは、スマートフォンや自動車用の電子部品の
実装機や検査装置、生産技術のソリューションを提供していま
す。新川グループは、半導体メーカーおよび電子部品メーカー
向け半導体製造装置の開発・製造・販売を主たる事業とし、さ
らに、当該事業に関連する保守サービスを展開しています。当
社は、グループ全体で事業の選択と集中を進める中、新川に対
しパイオニアＦＡの全株式を譲渡することで、新川グループ傘
下での事業拡大、企業価値向上が図れると判断し、今回の譲渡
に至りました。

d．株式譲渡日
2018年６月１日

e．譲渡株式数、譲渡価額および譲渡損益
(a) 譲渡株式数 7,000株
(b) 譲渡価額 2,069百万円
(c) 譲渡益 565百万円

　ウ. ＤＪ機器の生産に関する事業の譲渡
　当社は、2018年８月20日に、当社の連結子会社であるPioneer
Technology（Malaysia） Sdn. Bhd.（以下、「ＭＰＴ」）が行っている
ＤＪ機器の生産に関する事業をVTech Holdings Limitedの子会社であ
るVTech Communications Limited に譲渡しました。

a．分離先企業の名称
VTech Communications Limited

b．分離した事業の内容
ＤＪ機器の生産

c．事業分離を行った主な理由
　当社グループは、Pioneer DJ株式会社よりＤＪ機器の生産・
販売を受託しており、ＭＰＴにおいてＤＪ機器の生産を行って
います。当社は、グループ全体で事業の選択と集中を進める中、
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VTechグループに対しＭＰＴの行っているＤＪ機器の生産に関す
る事業を譲渡することで、VTechグループ傘下での事業拡大が図
れると判断し、今回の合意に至りました。

d．事業分離日
2018年８月20日

e．譲渡価額および譲渡損益
(a) 譲渡価額 2,222百万円
(b) 譲渡益 373百万円

　エ. 子会社（東北パイオニアＥＧ株式会社）株式の譲渡
　当社は、2018年12月１日に、当社が完全子会社を通じて保有する東
北パイオニアＥＧ株式会社（以下、「東北パイオニアＥＧ」）の全株式
を、株式会社デンソー（以下、「デンソー」）に譲渡しました。

a．株式譲渡先企業の名称
株式会社デンソー

b．譲渡対象会社の概要
名 称：東北パイオニアＥＧ株式会社
事業内容：オーダーメイドの各種自動化生産設備、高精密流量

計測装置の製造
c．株式譲渡の理由

　東北パイオニアＥＧは、1988年の設立以来、ファクトリー・
オートメーション（ＦＡ）事業を担う当社の連結子会社として、
自動車業界をはじめ、電気・電子機器、医療、食品、半導体、
ＩＴなど、様々な業界に向けて、顧客ニーズに応じた最良のオ
ンリーワンＦＡ生産システムを提供しています。
　当社は、車室空間における快適、感動、安心・安全を創出す
る『総合インフォテインメント』のリーディングカンパニーの
実現に向け、主力事業であるカーエレクトロニクスに経営資源
を集中するとともに、当社グループの各事業について、それぞ
れの強みやカーエレクトロニクスとの親和性、収益性、成長性
等を総合的に勘案し、グループ全体で事業の選択と集中を推進
しています。当社は、グループ全体で事業の選択と集中を進め
る中、デンソーに対し東北パイオニアＥＧの全株式を譲渡する
ことで、デンソー傘下でのＦＡ事業の拡大が図れると判断し、
今回の譲渡に至りました。

d．株式譲渡日
2018年12月１日
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e．譲渡株式数、譲渡価額および譲渡損益
(a) 譲渡株式数 1,001株
(b) 譲渡価額 10,900百万円
(c) 譲渡益 約3,300百万円
(注)上記(c)譲渡益の金額については決算確定前の見込額であり確定した金額ではありません。

　オ.ＢＰＥＡとのブリッジ・ローン契約の締結
　当社は、Kamerig B.V.と2018年９月12日付けでブリッジ・ローン契
約を締結しました（本件ブリッジ・ローン）。本件ブリッジ・ローン
の主な借入条件等は以下のとおりです。
　a．借入金額：25,000百万円
　b．資金使途：銀行借入金の返済、および運転資金
　c．借入実行日：2018年９月18日
　d．返済条件：満期日一括（満期日：2019年６月30日）

(注)満期日については、Kamerig B.V.との合意により、2019年３月31日から2019年６月30日に

変更されております。

e．担保提供資産の内容：
当社が保有する以下の資産を担保に供しています。
子会社株式：502百万円
※当社が保有するインクリメント・ピー株式会社の株式を担保

に供しており、連結財務諸表上、相殺消去されている当社の
帳簿価額を記載しています。
なお、連結財務諸表に含まれている同社および同社連結子会
社の資産および負債の帳簿価額ならびにその主な内訳は以下
のとおりです。
　流動資産 2,662百万円
　固定資産 7,539百万円
　資産合計 10,201百万円
　流動負債 2,347百万円
　固定負債 190百万円
　負債合計 2,537百万円

f．財務制限条項の内容：
当該ブリッジ・ローン契約には、当社の連結貸借対照表におけ
る純資産、および連結フリー・キャッシュ・フローの一定水準
の維持などを内容とする財務制限条項が定められています。
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　カ. 競争法違反による特別損失の計上
　当社の欧州連結子会社であるPioneer Europe NVは、欧州委員会か
らホームオーディオ製品の過去の取引に関して、ＥＵ競争法違反の疑
いがあったとして調査を受けていましたが、同取引に関し、再販売価
格維持行為および販売地域制限行為の違反行為が認定され、2018年７
月24日に10,173千ユーロの課徴金の支払いを命じられ、2018年10月25
日に同額の支払いを行いました。
　上記により、2019年３月期第２四半期連結累計期間（自 2018年４
月１日 至 2018年９月30日）において競争法関連損失1,323百万円
を特別損失に計上しました。

　キ. 特許訴訟関連損失の計上
　当社は、当社と欧州企業との間で締結されていた特許ライセンス契
約に係る同欧州企業との争いにおいて2018年８月１日および2018年９
月19日の東京高等裁判所の判断により、10百万ユーロの支払いの可能
性が高まったことにより、2019年３月期第２四半期連結累計期間（自
2018年４月１日 至 2018年９月30日）において支払金に係る利息等
も合わせて特許訴訟関連損失2,021百万円を特別損失に計上しました。

　ク. 本件第三者割当
　当社は、2018年12月７日開催の取締役会において、ＢＰＥＡ傘下の
Wolfcrest Limitedを割当予定先とする払込金額の総額770億円の第三
者割当による当社普通株式（本新株式）の発行（本件第三者割当）を
実施することを決議しました。なお、本件第三者割当の払込期間は、
2019年３月１日（金）から2019年６月30日（日）までとし、本件第三
者割当による本新株式の発行に係る払込金額のうち250億円について
は、デット・エクイティ・スワップ（ＤＥＳ）の方法により行うこと
とします。
　また、当社は、同日開催の取締役会において、本議案に記載のとお
り、当社の株主をWolfcrest Limitedのみとするために、当社株式
450,000,000株を１株に併合しWolfcrest Limited以外の当社株主の皆
様に対し、総額で約250億円（１株当たり66.1円）の金銭を交付する
こと（本株式併合）等について、本臨時株主総会に付議することを決
議しています。
　上記の取締役会決議は、Wolfcrest Limitedが本件第三者割当およ
びその後の本株式併合を経て当社をWolfcrest Limitedの完全子会社
とすること（本件完全子会社化取引）を企図していることならびに当社
株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。
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　第６号議案　単元株式数の定めの廃止に関する定款一部変更の件
１．提案の理由
　第５号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決され、本株式併合
の効力が発生した場合には、会社法第182条第２項の定めに従って、当
社株式の発行可能株式総数は16株に減少することとなります。かかる点
を明確にするため、本株式併合の効力が発生することを条件として、定
款第６条（発行可能株式総数）に定める発行可能株式総数を変更するも
のであります。
　また、本株式併合の効力が発生した場合には、当社の発行済株式総数
は４株となり、単元株式数を定める必要がなくなります。そこで、本株
式併合の効力が発生することを条件として、現在１単元100株となって
いる当社株式の単元株式数の定めを廃止するため定款第８条（単元株式
数）、第９条（単元未満株式の売渡し請求）および第10条（単元未満株
式についての権利）の全文を削除し、当該変更に伴う条数の繰り上げを
行うものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。なお、本議案に係る定款変更
は、第１号議案および第３号議案に係る各定款変更の効力発生、ならび
に第５号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決され、本株式併合
の効力が発生することを条件として、本株式併合効力発生日と同日に効
力が発生するものといたします。

　（下線部分は変更箇所）

第３号議案「発行可能株式総数の増加
のための定款一部変更の件」による

変更後の定款
追 加 変 更 案

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

30億株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

16株とする。

（単元株式数）

第８条 当会社の１単元の株式の数（以

下「単元株式数」という。）は、

100株とする。

（削除）
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第３号議案「発行可能株式総数の増加
のための定款一部変更の件」による

変更後の定款
追 加 変 更 案

（単元未満株式の売渡し請求）

第９条 当会社の単元未満株式を有する

株主は、その有する単元未満株

式の数と併せて単元株式数とな

る数の株式を売り渡すことを当

会社に対して請求することがで

きる。

（削除）

（単元未満株式についての権利）

第10条 当会社の単元未満株式を有する

株主は、その有する単元未満株

式について、次に掲げる権利以

外の権利を行使することができ

ない。

（削除）

1．会社法第189条第２項各号に

掲げる権利

2．株主の有する取得請求権付

株式の取得を当会社に対し

て請求する権利

3．株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当ておよび

募集新株予約権の割当てを

受ける権利

4．前条に規定する単元未満株

式の売渡しを請求する権利

第11条～第45条（条文省略） 第８条～第42条（条文省略）
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インターネット等による議決権行使のお手続きについて

　インターネット等により議決権を行使される場合は、次の事項をご確認
の上、行使していただきますようお願い申しあげます。

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまた
は携帯電話で下記の議決権行使サイトにアクセスし、同封の議決権行使
書用紙に記載された「ログインＩＤ」と「仮パスワード」をご利用いた
だき、画面の案内に従って、2019年１月24日(木曜日)午後５時までに議
案に対する賛否をご入力下さい。
　なお、同サイトのご利用に際しては、セキュリティ強化のため「仮パ
スワード」変更のお手続きが必要となりますのでご了承下さい。

【議決権行使サイト】
　 https://evote.tr.mufg.jp/

　 (ご注意）
・毎日午前２時から午前５時までは、保守・点検のため、お取扱いを
休止させていただきます。

・パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環
境やご加入のサービス、ご使用の機種によっては、同サイトをご利
用いただけない場合がございます。詳細につきましては、下記のヘ
ルプデスクにお問い合わせ下さい。

(2) インターネットをご利用になる際の接続料金や通信料金等は、株主様
のご負担となります。

　

システム等に関するお問い合わせ先
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027 (受付時間 午前９時～午後９時、通話料無料)

《機関投資家の皆様へ》
　当社株主総会では、議決権行使の方法として、株式会社ＩＣＪが運営す
る「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけ
ます。

以 上
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ご 案 内 図
　

【会 場】東京都千代田区外神田３丁目12番８号 住友不動産秋葉原ビル

ベルサール秋葉原 ２階ホール
　

【交 通】ＪＲ

地下鉄

　東京メトロ銀座線

　東京メトロ日比谷線

つくばエクスプレス

秋葉原駅（電気街口）

末広町駅（３番出口）

秋葉原駅（２番出口）

秋葉原駅（Ａ３出口）

徒歩４分

徒歩４分

徒歩７分

徒歩５分

◎駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮下さいますようお願

い申しあげます。

◎本臨時株主総会にご出席の株主様への「お土産」および総会当日の「製品展示」は

ございません。あらかじめご了承下さいますようお願い申しあげます。
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